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（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2022年６月期 14,748 8.2 1,976 15.1 1,947 10.4 1,359 2.2
2021年６月期 13,631 1.5 1,718 △7.4 1,764 △1.8 1,330 10.5

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2022年６月期 258.54 － 17.9 11.9 13.4

2021年６月期 257.73 － 19.8 11.6 12.6

（参考）持分法投資損益 2022年６月期 △223百万円 2021年６月期 △7百万円

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2022年６月期 17,221 8,030 46.6 1,528.60
2021年６月期 15,548 7,156 46.0 1,379.10

（参考）自己資本 2022年６月期 8,030百万円 2021年６月期 7,156百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
2022年６月期 2,105 △700 △964 2,560

2021年６月期 1,469 △683 △680 2,120

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
純資産
配当率第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年６月期 20.00 20.00 20.00 60.00 120.00 654 46.6 9.3

2022年６月期 20.00 20.00 20.00 60.00 120.00 650 46.4 8.3

2023年６月期（予
想） - - - - 120.00 43.0

（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 16,000 8.5 2,100 6.2 2,070 6.3 1,450 6.7 278.85

１．2022年６月期の業績（2021年７月１日～2022年６月30日）

（２）財政状態

（３）キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）2021年６月期期末配当金の内訳　　普通配当 40円00銭　特別配当 20円00銭

（注）2022年６月期期末配当金の内訳　　普通配当 40円00銭　特別配当 20円00銭
※2023年６月期（予想）につきましては、合計で120円00銭としており、四半期毎に配当を行うこととしておりますが、 
各四半期の支払額については未定であり、決定次第ご報告いたします。

３．2023年６月期の業績予想（2022年７月１日～2023年６月30日）



①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年６月期 5,500,000株 2021年６月期 5,500,000株

②  期末自己株式数 2022年６月期 246,612株 2021年６月期 310,823株

③  期中平均株式数 2022年６月期 5,258,151株 2021年６月期 5,163,370株

※  注記事項

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有

②  ①以外の会計方針の変更              ：無

③  会計上の見積りの変更                ：無

④  修正再表示                          ：無

（２）発行済株式数（普通株式）

（注）2020年ESOP信託、2017年役員向け株式給付信託が保有する当社株式を自己株式に含めて記載しております。

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料４ページ「１．経営成績等の概況（６）今後の見通し」をご覧ください。
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前事業年度 当事業年度 増減率（％）

売上高 13,631 14,748 8.2

売上総利益 7,232 7,723 6.8

営業利益 1,718 1,976 15.1

経常利益 1,764 1,947 10.4

税引前当期純利益 1,823 1,866 2.4

当期純利益 1,330 1,359 2.2

エンジニアリングコンサルティング プロダクツサービス

前事業年度 当事業年度 増減率（％） 前事業年度 当事業年度 増減率（％）

受注高 10,254 10,315 0.6 3,796 5,044 32.9

売上高 9,937 10,141 2.1 3,694 4,607 24.7

売上総利益 5,730 5,893 2.8 1,501 1,829 21.8

売上総利益率(％) 57.7 58.1 0.4 40.7 39.7 △1.0

受注残高 5,624 5,212 △7.3 1,222 1,659 35.7

１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当社は、21世紀の日本を代表する『知識集約型企業』をありたい姿としており、社会とともに目指す未来像・

方向性として、ソート（Thought）「Innovating for a Wise Future」を掲げております。このソートには、「工

学知」をベースにした有益な技術を社会に普及させることにより、より賢慮にみちた未来社会を創出していきた

いという思いが込められております。この実現に向けて、Professional Design & Engineering Firmとして、工学

知に裏付けられた高付加価値なサービスを提供し続けることを目指して経営を推進してまいりました。

その結果、当期の業績は次のとおりとなりました。

（単位：百万円）

当事業年度においては、エンジニアリングコンサルティングにおけるサステナブルな成長と、プロダクツサー

ビスにおける新規事業分野の高い成長を背景に、過去最高の153億60百万円（前事業年度は140億50百万円）の受

注を達成いたしました。

また、前事業年度から繰り越された豊富な受注残高に加え、好調であった今期の受注を踏まえ、これらの受注

案件を着実に進捗・完了させた結果、売上・利益等いずれも公表済みの予想値を超える業績を残すことができま

した。当事業年度末における受注残高も、前事業年度末を上回る68億71百万円（前事業年度末は68億46百万円）

を確保しております。

　各報告セグメントに関しては、３．(５）財務諸表に関する注記事項（セグメント情報等）の当事業年度（自

2021年７月１日 至 2022年６月30日）もご参照ください。

　当事業年度の報告セグメント別の状況は、次のとおりであります。

（単位：百万円）

（エンジニアリングコンサルティング）

当事業年度においては、システム開発への投資意欲が旺盛な状況が継続し、住宅・建設分野向けのシステム開

発業務が堅調に推移しております。また、風力発電関連ビジネスへの需要も底堅く、風況解析コンサルティング

業務、構造設計コンサルティング業務も順調な状況です。情報通信技術コンサルティング業務につきましても、

通信業界における研究開発投資等が活発な状況を受けて堅調に推移しております。

（プロダクツサービス）

パッケージ販売型プロダクツにおいては、製造業界における投資意欲の高まりを受け、設計者向けCAEソフトの

売上が増加いたしました。また、電波伝搬解析ソフト等についても販売が順調に推移しております。

クラウドサービスにおいては、米 Twilio, Inc.のクラウドベースメール配信サービス、独 NavVis GmbHの3次元

デジタル化ソリューション及び米 LockState, Inc.（現：RemoteLock, Inc.）の入退室管理クラウドサービスが順

調に販売を拡大し当期の業績を大きく牽引いたしました。

（２）当期の重要な経営方針

当期の重要な経営方針として『組織の質の向上』を掲げ、様々な取り組みを進めてまいりました。

第一に、品質の確保及び向上を経営の最重要課題として捉え、過去の知見を踏まえた品質管理体制の整備と運
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用を着実に行うことにより不良化防止に取り組んでおります。また、品質に対する所員一人一人の拘りと責任感

の醸成を図りつつ、品質保証部門と事業部門が連携し、事業部門密着型の品質マネジメントを行っております。

第二に、組織の質を支えるのは一人一人の所員、すなわち人才であるという観点から、採用には特に注力し積

極的に取り組んでおります。採用においては従来の新卒採用はもちろんのこと、当期は特に中途採用と日本国内

の大学に留学している外国籍人才の採用に力を入れました。その結果、様々な業界から高い専門性を有するキャ

リア人才と多様な文化的背景や価値観を有する外国籍人才を多く採用することができ、組織の多様性がますます

高まっております。更に採用市場における競争力向上を目的として、初任給を月額５万円以上引き上げ、それに

伴い若手所員の処遇も改善いたしました。

（３）当期の財政状態の概況

① 資産

　流動資産は、前事業年度末に比べて11.4％増加し、67億59百万円となりました。これは、主に契約資産が７億12

百万円、現金及び預金が４億40百万円増加した一方、仕掛品が５億79百万円減少したことによります。

　固定資産は、前事業年度末に比べて10.4％増加し、104億62百万円となりました。これは、主に関係会社株式が

７億59百万円、繰延税金資産が２億95百万円増加したことによります。

　その結果、総資産は、前事業年度末に比べて10.8％増加し、172億21百万円となりました。

② 負債

　流動負債は、前事業年度末に比べて37.5％増加し、54億34百万円となりました。これは、主に未払費用が６億28

百万円、１年内返済予定の長期借入金が２億83百万円、未払金が２億57百万円増加したことによります。

　固定負債は、前事業年度末に比べて15.4％減少し、37億56百万円となりました。これは、主に長期借入金が６億

37百万円、社債が１億円減少したことによります。

　なお、当該長期借入金の減少に伴い、当社の建物、土地を担保とした根抵当権の設定を解除し、消滅登記を完了

させております。

　その結果、負債合計は、前事業年度末に比べて9.5％増加し、91億91百万円となりました。

③ 純資産

　純資産合計は、前事業年度末に比べて12.2％増加し、80億30百万円となりました。これは、主に当期純利益や配

当に変動の影響により繰越利益剰余金が７億１百万円増加した一方、従業員持株会支援信託ESOPによる払い出しや

自己株式取得による変動により自己株式（控除項目）が１億41百万円減少したことによります。

（４）当期のキャッシュ・フローの概況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べて４億40百万円増

加し、25億60百万円となりました。当事業年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、以下のと

おりであります。

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動の結果得られた資金は21億５百万円（前事業年度比６億35百万円収入増）となりました。

これは、主に税引前当期純利益18億66百万円、未払費用の増加額６億29百万円、棚卸資産の減少額５億77百万円

を反映したものであります。

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動の結果使用した資金は７億０百万円（前事業年度比17百万円支出増）となりました。

これは、主に投資有価証券の取得による支出６億47百万円、有形固定資産の取得による支出３億23百万円を反映

したものであります。

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動の結果使用した資金は９億64百万円（前事業年度比２億84百万円支出増）となりました。

これは、主に資金の流出では、長期借入金の返済による支出５億82百万円、自己株式の取得による支出３億42百

万円、配当金の支払額６億58百万円、資金の流入では、自己株式の処分による収入５億１百万円、長期借入れによ

る収入２億28百万円を反映したものであります。
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2020年６月期 2021年６月期 2022年６月期

自己資本比率(％) 42.0 46.0 46.6

時価ベースの自己資本比率(％) 91.0 94.2 77.9

キャッシュ・フロー対有利子負債比率(年) 1.9 1.8 1.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ(倍) 64.5 68.8 112.4

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

自己資本比率                       ： 自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率           ： 株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ： 有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ 　： キャッシュ・フロー／利払い

（注）１．株式時価総額は、自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

２．キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

３．有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としてお

ります。

（５）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題として認識しており、経営基盤の強化及び将来の事業展開に備え

ての内部留保を勘案しつつ、継続的かつ安定的に配当を行うことを基本方針としております。

2022年８月９日開催の取締役会において、2022年６月30日を基準日とした当期末配当を決議いたしました。当事業

年度における当社の経営指標である総付加価値が当初の予想値を上回ったことに加え、前事業年度と当事業年度の利

益水準及び配当支給額とのバランスを勘案し、１株当たり普通配当40円に、特別配当20円を加えた合計60円といたし

ました。その結果、年間配当金としては、第１四半期末配当金20円、第２四半期末配当金20円、第３四半期末配当金

20円と合わせた合計120円となり、2021年８月11日に公表いたしました配当予想100円から20円増配となりました。

なお、当事業年度においては、資本効率の向上を図るとともに経営環境の変化に対応した機動的な資本政策の遂行

を可能とし、利益の一部を株主に還元するため自己株式の取得を行いました。2022年２月７日の取締役会決議に基づ

くものについては、115,500株（取得総額２億99百万円）、2022年５月９日の取締役会決議に基づくものについて

は、2022年6月30日現在において、16,200株（取得総額42百万円）の自己株式取得を行っております。

2023年６月期の配当につきましては、上記利益配分に関する基本方針のもと、2023年６月期の業績予想及び配当可

能額の水準を勘案し、１株当たり年間配当金を120円とさせていただく予定であります。

（６）今後の見通し

　経済環境によって当社を取り巻く事業環境は短期的に大きく変動する可能性がありますが、当社は高い顧客満足度

と付加価値の向上に今後も努めてまいります。次期の業績につきましては、不透明性があるものの、受注残高が68億

71百万円（前事業年度末は68億46百万円)となっていることも考慮したうえで、以下のとおりの業績予想額を見込ん

でおります。

売上高 160億円（対前期増減率 8.5％）

営業利益 21億円（対前期増減率 6.2％）

経常利益 20億70百万円（対前期増減率 6.3％）

当期純利益 14億50百万円（対前期増減率 6.7％）

- 4 -

（株）構造計画研究所（4748）2022年６月期　決算短信



２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

財務諸表は、会社法上の分配可能額の計算や法人税法上の課税所得の計算においても利用されることを鑑み、当社

は会計基準につきましては日本基準を適用しております。
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（単位：千円）

前事業年度
(2021年６月30日)

当事業年度
(2022年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,120,171 2,560,311

受取手形 8,470 4,891

売掛金 1,691,315 1,971,970

契約資産 - 712,996

半製品 175,182 185,448

仕掛品 601,633 22,456

前渡金 479,931 537,234

前払費用 602,331 665,976

その他 433,649 140,274

貸倒引当金 △42,897 △42,123

流動資産合計 6,069,787 6,759,436

固定資産

有形固定資産

建物 3,819,227 4,180,372

減価償却累計額 △2,107,965 △1,991,867

建物（純額） 1,711,261 2,188,504

構築物 124,928 135,851

減価償却累計額 △99,139 △100,870

構築物（純額） 25,789 34,981

機械及び装置 257,748 268,293

減価償却累計額 △229,349 △239,767

機械及び装置（純額） 28,398 28,525

車両運搬具 14,407 10,040

減価償却累計額 △4,645 △3,625

車両運搬具（純額） 9,761 6,415

工具、器具及び備品 270,668 285,275

減価償却累計額 △196,681 △209,569

工具、器具及び備品（純額） 73,987 75,705

土地 3,204,301 3,204,301

建設仮勘定 389,400

有形固定資産合計 5,442,900 5,538,434

無形固定資産

ソフトウエア 346,882 349,039

その他 27,417 12,133

無形固定資産合計 374,300 361,173

投資その他の資産

投資有価証券 2,154,334 2,097,514

関係会社株式 76,730 836,042

関係会社出資金 54,822 55,818

従業員に対する長期貸付金 111 -

破産更生債権等 3,845 3,845

長期前払費用 3,055 2,391

繰延税金資産 860,685 1,156,542

保険積立金 151,450 155,541

その他 360,267 258,789

貸倒引当金 △3,757 △3,757

投資その他の資産合計 3,661,544 4,562,726

固定資産合計 9,478,745 10,462,334

資産合計 15,548,533 17,221,770

３．財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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（単位：千円）

前事業年度
(2021年６月30日)

当事業年度
(2022年６月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 324,094 488,557

１年内償還予定の社債 100,000 100,000

１年内返済予定の長期借入金 512,839 796,552

リース債務 14,823 4,123

未払金 425,607 683,594

未払費用 805,370 1,434,344

未払法人税等 355,233 578,160

未払消費税等 205,219 154,465

前受金 939,282 1,056,905

預り金 269,113 138,002

その他 - 160

流動負債合計 3,951,583 5,434,865

固定負債

社債 150,000 50,000

長期借入金 1,802,872 1,165,000

リース債務 7,719 3,762

退職給付引当金 2,223,466 2,252,064

役員退職慰労引当金 20,540 20,540

株式報酬引当金 138,103 170,892

資産除去債務 97,850 94,273

固定負債合計 4,440,552 3,756,532

負債合計 8,392,135 9,191,397

純資産の部

株主資本

資本金 1,010,200 1,010,200

資本剰余金

資本準備金 252,550 252,550

その他資本剰余金 1,072,659 1,072,659

資本剰余金合計 1,325,209 1,325,209

利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 25,954 24,878

別途積立金 100,000 100,000

繰越利益剰余金 5,327,818 6,029,637

利益剰余金合計 5,453,772 6,154,516

自己株式 △765,639 △623,899

株主資本合計 7,023,541 7,866,026

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 132,855 164,346

評価・換算差額等合計 132,855 164,346

純資産合計 7,156,397 8,030,373

負債純資産合計 15,548,533 17,221,770
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（単位：千円）

 前事業年度
(自　2020年７月１日
　至　2021年６月30日)

 当事業年度
(自　2021年７月１日
　至　2022年６月30日)

売上高

エンジニアリングコンサルティング売上高 9,937,029 10,141,070

プロダクツサービス売上高 3,694,093 4,607,624

売上高合計 13,631,122 14,748,695

売上原価

エンジニアリングコンサルティング売上原価 4,206,153 4,247,076

プロダクツサービス売上原価 2,192,319 2,778,435

売上原価合計 6,398,473 7,025,512

売上総利益 7,232,649 7,723,183

販売費及び一般管理費

役員報酬 463,101 445,117

給料及び手当 1,974,587 2,096,138

賞与 356,233 423,780

退職給付費用 105,177 106,410

福利厚生費 464,137 451,141

旅費交通費及び通信費 158,302 196,148

賃借料 173,500 148,137

業務委託費 178,857 149,943

研究開発費 340,048 197,759

減価償却費 95,795 110,123

貸倒引当金繰入額 △801 58

その他 1,205,412 1,421,452

販売費及び一般管理費合計 5,514,351 5,746,212

営業利益 1,718,297 1,976,971

営業外収益

受取利息 12 7

有価証券利息 22,229 17,006

受取配当金 3,094 3,283

投資有価証券運用益 61,145 20,607

雑収入 7,675 7,831

営業外収益合計 94,158 48,736

営業外費用

支払利息 20,527 16,692

社債利息 1,551 1,061

為替差損 15,541 52,540

コミットメントフィー 9,775 7,324

雑損失 405 303

営業外費用合計 47,801 77,923

経常利益 1,764,655 1,947,784

特別利益

固定資産売却益 20,150 －

投資有価証券売却益 5,918 －

関係会社株式売却益 100,962 －

特別利益合計 127,030 －

特別損失

固定資産除却損 3,123 72,158

固定資産売却損 － 8,730

特別功労金 65,000 －

特別損失合計 68,123 80,889

税引前当期純利益 1,823,561 1,866,895

法人税、住民税及び事業税 512,321 817,183

法人税等調整額 △19,522 △309,757

法人税等合計 492,799 507,426

当期純利益 1,330,761 1,359,469

（２）損益計算書
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（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益剰
余金

当期首残高 1,010,200 252,550 907,376 1,159,926 27,067 100,000 4,633,606 4,760,673 △671,629

当期変動額

剰余金の配当 △637,662 △637,662

当期純利益 1,330,761 1,330,761

固定資産圧縮積立
金の取崩

△1,112 1,112 －

自己株式の取得 △904,629

自己株式の処分 165,283 165,283 810,619

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － 165,283 165,283 △1,112 － 694,211 693,099 △94,009

当期末残高 1,010,200 252,550 1,072,659 1,325,209 25,954 100,000 5,327,818 5,453,772 △765,639

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 6,259,169 5,685 5,685 6,264,855

当期変動額

剰余金の配当 △637,662 △637,662

当期純利益 1,330,761 1,330,761

固定資産圧縮積立
金の取崩 － －

自己株式の取得 △904,629 △904,629

自己株式の処分 975,902 975,902

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

127,170 127,170 127,170

当期変動額合計 764,372 127,170 127,170 891,542

当期末残高 7,023,541 132,855 132,855 7,156,397

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）
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（単位：千円）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
資本準備金

その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

その他利益剰余金
利益剰余金
合計固定資産圧

縮積立金
別途積立金

繰越利益剰
余金

当期首残高 1,010,200 252,550 1,072,659 1,325,209 25,954 100,000 5,327,818 5,453,772 △765,639

当期変動額

剰余金の配当 △658,725 △658,725

当期純利益 1,359,469 1,359,469

固定資産圧縮積立
金の取崩

△1,075 1,075 －

自己株式の取得 △342,238

自己株式の処分 483,979

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

当期変動額合計 － － － － △1,075 － 701,819 700,744 141,740

当期末残高 1,010,200 252,550 1,072,659 1,325,209 24,878 100,000 6,029,637 6,154,516 △623,899

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
株主資本合計

その他有価証
券評価差額金

評価・換算差
額等合計

当期首残高 7,023,541 132,855 132,855 7,156,397

当期変動額

剰余金の配当 △658,725 △658,725

当期純利益 1,359,469 1,359,469

固定資産圧縮積立
金の取崩 － －

自己株式の取得 △342,238 △342,238

自己株式の処分 483,979 483,979

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額）

31,490 31,490 31,490

当期変動額合計 842,484 31,490 31,490 873,975

当期末残高 7,866,026 164,346 164,346 8,030,373

当事業年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）
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（単位：千円）

 前事業年度
(自　2020年７月１日

　至　2021年６月30日)

 当事業年度
(自　2021年７月１日
　至　2022年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,823,561 1,866,895

減価償却費 290,968 316,270

特別功労金 65,000 －

関係会社株式売却損益（△は益） △100,962 －

投資有価証券売却損益（△は益） △5,918 －

固定資産除却損 3,123 72,158

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,635 △774

退職給付引当金の増減額（△は減少） 156,479 28,597

株式報酬引当金の増減額（△は減少） 44,541 32,789

受取利息及び受取配当金 △25,337 △20,297

支払利息及び社債利息 22,079 17,753

売上債権の増減額（△は増加） 90,711 △872,289

棚卸資産の増減額（△は増加） 45,733 577,640

前払費用の増減額（△は増加） △17,448 42,274

仕入債務の増減額（△は減少） △164,215 16,689

未払金の増減額（△は減少） △172,676 231,622

未払費用の増減額（△は減少） 56,550 629,014

その他 △168,504 △261,604

小計 1,942,052 2,676,740

利息及び配当金の受取額 96,796 48,202

利息の支払額 △21,372 △18,727

特別功労金の支払額 △65,000 －

法人税等の支払額 △482,720 △600,830

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,469,755 2,105,385

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △487,214 △323,171

有形固定資産の売却による収入 83,250 400

無形固定資産の取得による支出 △99,766 △128,786

投資有価証券の取得による支出 △193,420 △647,806

投資有価証券の売却による収入 21,918 －

関係会社株式の売却による収入 － 321,567

保険積立金の積立による支出 △7,971 △4,090

敷金の回収による収入 5,525 100,152

その他 △5,493 △18,938

投資活動によるキャッシュ・フロー △683,171 △700,674

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 677,872 228,680

長期借入金の返済による支出 △694,332 △582,839

社債の償還による支出 △100,000 △100,000

自己株式の取得による支出 △904,951 △342,238

自己株式の処分による収入 1,003,245 501,935

配当金の支払額 △638,705 △658,314

リース債務の返済による支出 △23,705 △11,881

財務活動によるキャッシュ・フロー △680,576 △964,657

現金及び現金同等物に係る換算差額 △67 86

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 105,939 440,139

現金及び現金同等物の期首残高 2,014,232 2,120,171

現金及び現金同等物の期末残高 2,120,171 2,560,311

（４）キャッシュ・フロー計算書
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準等」という。）

等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービス

と交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、従来は成果の確実性が認められるプロジェクトについては工事進行基準を適用し、その他のプロジェ

クトについては工事完成基準を適用しておりましたが、約束した財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間

にわたり移転する場合には、収益を一定の期間にわたり認識する方法に変更しております。

　なお、履行義務の充足に係る進捗率の合理的な見積りが困難であるプロジェクトについては、収益認識会計基準

第45項に従い、原価回収基準（履行義務を充足する際に発生する費用のうち、回収することが見込まれる費用の金

額で収益を認識する方法）を適用しております。また、期間がごく短いプロジェクトについては、履行義務を充足

した時点で収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の繰越利

益剰余金に加減し、当該期首残高より新たな会計方針を適用しております。

　この結果、当事業年度の売上高及び売上原価はそれぞれ１億33百万円増加し、営業利益、経常利益、税引前当期

純利益に影響はありません。また、繰越利益剰余金の当期首残高にも影響はありません。

　また、前事業年度の貸借対照表において、「流動資産」に表示していた「売掛金」は、当事業年度より「売掛

金」及び「契約資産」に区分表示しております。

　なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度について新たな表示方法により

組替えを行っておらず、収益認識会計基準第89-3項に定める経過的な取扱いに従って、前事業年度に係る「収益認

識関係」注記については記載しておりません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会 

計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、期末財務諸表に与える影響はありません。

（追加情報）

１．従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引について

　当社は、従業員持株会（以下「本持株会」という。）に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っておりま

す。

2020年に開始したＥＳＯＰ信託

（１）取引の概要

　本制度は、「構研所員持株会」（以下「持株会」という。）に加入するすべての従業員を対象に、当社株式の株

価上昇メリットを還元するインセンティブ・プランです。

　本制度の導入にあたり、当社は、当社を委託者、みずほ信託銀行株式会社（以下「受託者」という。）を受託者

とする「株式給付信託（従業員持株会処分型）契約書」（以下「本信託契約」という。）を締結します（以下、本

信託契約に基づいて設定される信託を「2020年ＥＳＯＰ信託」という。）。また、受託者は、株式会社日本カスト

ディ銀行との間で、株式会社日本カストディ銀行を再信託受託者として有価証券等の信託財産の管理を再信託する

契約を締結します。

　株式会社日本カストディ銀行は、その信託Ｅ口において、今後２年間にわたり持株会が購入することが見込まれ

る数に相当する当社株式を予め一括して取得し、以後、持株会の株式購入に際して定期的に当社株式を売却してい

きます。信託終了時までに信託Ｅ口による持株会への当社株式の売却を通じて2020年ＥＳＯＰ信託の信託財産内に

株式売却益相当額が累積した場合には、かかる金銭を残余財産として、受益者に分配します。

　また、当社は、受託者の当社株式の取得資金を得るために行う借入に対し保証を行うため、信託終了時におい

て、当社株式の株価下落により当該株式売却損相当の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債

を弁済することとなります。
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（２）信託が保有する自社の株式に関する事項

①　信託における帳簿価額は前事業年度660,386千円、当事業年度203,138千円であります。信託が保有する自社株

式は株主資本において自己株式として計上しております。

②　期末株式数は前事業年度266,900株、当事業年度82,100株であり、期中平均株式数は前事業年度175,691株、当

事業年度168,275株であります。期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に

含めております。

（３）総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額

当事業年度206,552千円

２．役員向け株式報酬制度の導入について

　当社は、取締役（社外取締役を除く。）及び当社と委任契約を締結している執行役員（以下「取締役等」とい

う。）を対象に、これまで以上に当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的

として、役員向け株式報酬制度を導入しております。

2017年に開始した役員向け株式給付信託

（１）取引の概要

　本制度は、取締役等の報酬として、当社が金銭を拠出することにより設定する信託（以下「2017年役員向け株式

給付信託」という。）が当社株式を取得し、当社が定める取締役等株式給付規程に基づいて、各取締役等に付与す

るポイントの数に相当する数の当社株式及び当社株式の時価に相当する金銭（当社株式とあわせて、以下「当社株

式等」という。）を、当該信託を通じて各取締役等に給付する株式報酬制度です。なお、取締役等が当社株式等の

給付を受ける時期は、原則として、取締役等の退任時とします。

（２）信託が保有する自社の株式に関する事項

①　信託における帳簿価額は前事業年度105,029千円、当事業年度78,298千円であります。信託が保有する自社の株

式は株主資本において自己株式として計上しております。

②　期末株式数は前事業年度43,817株、当事業年度32,665株であり、期中平均株式数は前事業年度44,558株、当事

業年度36,382株であります。期末株式数及び期中平均株式数は、１株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含

めております。

３．会計上の見積りに対する新型コロナウイルス感染症の影響

新型コロナウイルス感染症は、経済及び企業活動に広範な影響を与える事象であり、また、今後の拡がり方や収

束時期等を正確に予測することは困難であるものの、期末日以降財務諸表作成時までに入手可能な情報等に基づ

き、会計上の見積りにおいては新型コロナウイルス感染症による大きな影響はないものとして当事業年度の見積り

を行っております。

なお、当該見積りは現時点で入手可能な情報等に基づくものであり、新型コロナウイルス感染症の収束時期やそ

の他の状況の経過により影響が変化した場合には、上記の見積りの結果に影響し、翌期以降の財政状態及び経営成

績に影響を及ぼす可能性があります。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

（１）報告セグメントの決定方法

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役会

が、経営資源の配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　当社は、製品・サービス別の事業部門を置き、各事業部門は、取り扱う製品・サービスについて包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

　従って、当社は、事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「エン

ジニアリングコンサルティング」及び「プロダクツサービス」の２つを報告セグメントとしておりま

す。

（２）各報告セグメントに属する製品及びサービスの種類

　「エンジニアリングコンサルティング」は、構造設計支援システム、防災・耐震・環境評価解析コン
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サルティング、建築物の構造設計、製造・物流系シミュレーション、マーケティングコンサルティン

グ、リスク分析、社会シミュレーション、移動通信・モバイル・ネットワーク通信システム、製造業向

け営業・設計支援システム、最適化・物流システムの開発、デジタル画像相関法計測サービス等を行っ

ております。

　「プロダクツサービス」は、製造系設計者向けＣＡＥソフト、クラウド関連サービス、電波伝搬・電

磁波解析ソフト、建設系構造解析・耐震検討ソフト、通信ネットワークシミュレーションソフト、マー

ケティング・意思決定支援ソフト、統計解析ソフト、技術サービス、教育トレーニング等の提供を行っ

ております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、財務諸表の作成方法と概ね同一であります。報告

セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。なお、セグメント資産については、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するための検討対象となっていないため、記載しておりません。

- 14 -

（株）構造計画研究所（4748）2022年６月期　決算短信



（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

財務諸表計上額
（注）２

エンジニアリ
ングコンサル
ティング

プロダクツサ
ービス

計

売上高

外部顧客への売上高 9,937,029 3,694,093 13,631,122 － 13,631,122

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － -

計 9,937,029 3,694,093 13,631,122 － 13,631,122

セグメント利益 3,879,432 648,765 4,528,198 △2,809,900 1,718,297

（単位：千円）

報告セグメント

調整額
（注）１

財務諸表計上額
（注）２

エンジニアリ
ングコンサル
ティング

プロダクツサ
ービス

計

売上高

一時点で移転される財又

はサービス
1,399,833 2,690,931 4,090,764 － 4,090,764

一定の期間にわたり移転

される財又はサービス
8,741,237 1,916,693 10,657,931 － 10,657,931

顧客との契約から生じる

収益
10,141,070 4,607,624 14,748,695 － 14,748,695

その他の収益 － － － － －

外部顧客への売上高 10,141,070 4,607,624 14,748,695 － 14,748,695

セグメント間の内部売上

高又は振替高
－ － － － －

計 10,141,070 4,607,624 14,748,695 － 14,748,695

セグメント利益 3,965,844 765,439 4,731,283 △2,754,312 1,976,971

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

（注）１．セグメント利益の調整額△2,809,900千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。

当事業年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

（注）１．セグメント利益の調整額△2,754,312千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、

主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前事業年度（自　2020年７月１日　至　2021年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手がいないため、記載を省略し

ております。

当事業年度（自　2021年７月１日　至　2022年６月30日）

１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

（１）売上高

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

（２）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

　外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手がいないため、記載を省略し

ております。

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。

- 16 -

（株）構造計画研究所（4748）2022年６月期　決算短信



前事業年度
（自　2020年７月１日

至　2021年６月30日）

当事業年度
（自　2021年７月１日

至　2022年６月30日）

関連会社に対する投資の金額 0千円 759,311千円

持分法を適用した場合の投資の金額 －千円 536,261千円

持分法を適用した場合の投資損失（△）の金額 △7,955千円 △223,050千円

（持分法損益等）

（注）前事業年度におきまして、関連会社でありましたプロメテック・ソフトウェア株式会社について、同社株式の売却

により同社は関連会社ではなくなっております。従って、前事業年度の「関連会社に対する投資の金額」及び「持

分法を適用した場合の投資の金額」には、当該関連会社に対する投資の金額及び持分法を適用した場合の投資金額

を含めておりませんが、「持分法を適用した場合の投資損失の金額」には、当該関連会社であった期間における持

分法を適用した場合の投資損失の金額を含めております。
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前事業年度
（自　2020年７月１日

至　2021年６月30日）

当事業年度
（自　2021年７月１日

至　2022年６月30日）

１株当たり純資産額 1,379.10円 1,528.60円

１株当たり当期純利益金額 257.73円 258.54円

前事業年度
（自　2020年７月１日

至　2021年６月30日）

当事業年度
（自　2021年７月１日

至　2022年６月30日）

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 1,330,761 1,359,469

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 1,330,761 1,359,469

普通株式の期中平均株式数（株） 5,163,370 5,258,151

前事業年度
（自　2020年７月１日

至　2021年６月30日）

当事業年度
（自　2021年７月１日

至　2022年６月30日）

純資産の部の合計額（千円） 7,156,397 8,030,373

純資産の部から控除する金額（千円） － －

普通株式に係る期末純資産額（千円） 7,156,397 8,030,373

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の

普通株式の数（株）
5,189,177 5,253,388

（１株当たり情報）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

４．株主資本において自己株式として計上されている2017年役員向け株式給付信託に残存する自社の株式は、１

株当たり当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、

１株当たり純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前事業年度44,558株、当

事業年度36,382株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、前事業年

度43,817株、当事業年度32,665株であります。

５．株主資本において自己株式として計上されている2020年ＥＳＯＰ信託に残存する自社の株式は、１株当たり

当期純利益金額の算定上、期中平均株式数の計算において控除する自己株式に含めており、また、１株当た

り純資産額の算定上、期末発行済株式総数から控除する自己株式数に含めております。

１株当たり当期純利益金額の算定上、控除した当該自己株式の期中平均株式数は、前事業年度175,691株、

当事業年度168,275株であり、１株当たり純資産額の算定上、控除した当該自己株式の期末株式数は、前事

業年度266,900株、当事業年度82,100株であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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４.その他

セグメントの名称 生産高（千円）
前年同期比

（％）

エンジニアリングコンサルティング 4,251,080 102.9

プロダクツサービス 2,781,813 126.9

合計 7,032,894 111.3

セグメントの名称 受注高（千円）
前年同期比

（％）
受注残高（千円）

前年同期比
（％）

エンジニアリングコンサルティング 10,315,510 100.6 5,212,057 92.7

プロダクツサービス 5,044,750 132.9 1,659,886 135.8

合計 15,360,260 109.3 6,871,944 100.4

セグメントの名称 販売高（千円） 前年同期比（％）

エンジニアリングコンサルティング 10,141,070 102.1

プロダクツサービス 4,607,624 124.7

合計 14,748,695 108.2

生産、受注及び販売の状況

(１) 生産実績

　当事業年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（注）金額は総製造費用より他勘定振替高を控除した金額によっております。

(２) 受注実績

　当事業年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

（注）金額は販売価額によっております。

(３） 販売実績

　当事業年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
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